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１．調査研究の趣旨 

本調査研究は、有識者委員から構成される委員会において、当館が実施している「知的財産に関する創造

力・実践力・活用力開発事業」の取組状況や成果と効果を検証するとともに、課題等を抽出・整理し、明日

の産業人材の育成における当該事業の将来ビジョンの明確化、今後の事業の枠組み、事業実施プラン案等に

ついて、検討・整理・取り纏め等を行うことを目的としております。 

なお、本調査研究では、今後の事業のあり方に関する提言のうち、早期に実施可能なものから順に、事業

に反映することとしており、一部の実施可能な提言は、平成 26 年度からの当該事業の内容に反映することと

しています。 

 

２．調査研究の方法 

産業界や学校における知的財産学習について専門的な知見を有する、産業界、知的財産専門家（弁理士等）、

行政機関の委員の他に、大学・高等専門学校・高等学校において知的財産学習の実情に精通した有識者を加

えた調査委員会を設置し「知的財産に関する創造力・実践力・活用力開発事業」の到達点や課題の把握、本

事業と関連する各種事業の状況等について調査をいたしました。 

さらに、現状や課題等を踏まえた上で、今後の「知的財産に関する創造力・実践力・活用力開発事業」の

あり方について検討を行いました。 

 

３．知的財産に関する創造力・実践力・活用力開発事業の今後の方向性について 

本調査研究の委員会が行った討議の結果、今後の本事業の重点目標は、「 知的財産学習を推進する学校の

拡大」「 知的財産学習が継続的に実施できる体制の確立」とされました。 

また、優れた取組を推進・支援し、そうした取組から生まれる成果や蓄積されるノウハウ等を他校に普及

して、全体の水準を継続的に高めていくことは、今後とも有効に作用することが期待されるため、今後の事

業について新たな目標として「 知的財産学習の更なる改善の促進」「 複数の学校間の連携の促進」「 地域の

企業や各種団体との連携による地域連携の推進」を設けることが重要とされました。 

 上記事項を踏まえ、今後は、「学校組織として知的財産学習の定着を目指す事業」「知的財産学習の成果を

普及させ、地域連携等の活用を促進する事業」「未参加校の知財学習継続に向けた支援」の実施が提言されま

した。 
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